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令
和
３
年
度
住
民
税
の
主
な
税
制
改
正

給
与
所
得･

公
的
年
金
所
得

計
算
の
改
正

　

給
与･

公
的
年
金
等
控
除
と
基

礎
控
除
が
見
直
さ
れ
ま
し
た
。

　

給
与･

年
金
等
控
除
額
が
一
律

10
万
円
引
き
下
げ
ら
れ
、
基
礎
控

除
の
額
が
10
万
円
引
き
上
げ
ら
れ

る
こ
と
で
、
給
与･

年
金
所
得
者

は
基
礎
控
除
へ
の
振
替
が
行
わ
れ

ま
す（
図
１
参
照
）。

※
給
与
所
得
と
年
金
所
得
の
両
方

が
あ
る
人
は
、
一
方
に
係
る
控
除

の
み
が
減
額
さ
れ
ま
す

給
与
所
得
控
除
の
見
直
し

　

控
除
額
の
上
限
が
適
用
さ
れ
る

給
与
な
ど
の
収
入
金
額
が
８
５
０

万
円
に
、
上
限
額
が
１
９
５
万
円

に
引
き
下
げ
ら
れ
ま
す（
表
１
参

照
）。

公
的
年
金
等
控
除
の
見
直
し

　

公
的
年
金
な
ど
の
収
入
金
額
が

１
０
０
０
万
円
を
超
え
る
場
合
の

控
除
額
の
上
限
が
、
１
９
５
万
５

０
０
０
円
と
な
り
ま
す（
表
２
参

照
）。

基
礎
控
除
の
見
直
し

　

控
除
額
が
一
律
10
万
円
引
き
上

げ
ら
れ
ま
す
※
合
計
所
得
金
額
が

　

各
制
度
に
つ
い
て
詳
し
く

は
、
担
当
か
市
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ｢

く
ら
し
の
ガ
イ
ド｣
→｢

税

金｣

→｢

市
民
税｣
で
ご
確
認

く
だ
さ
い
。

２
４
０
０
万
円
を
超
え
る
と
金
額

に
応
じ
て
控
除
額
が
減
少
し
、
２

５
０
０
万
円
を
超
え
る
と
適
用
外

と
な
り
ま
す

所
得
金
額
調
整
控
除
の
創
設

　

給
与
な
ど
の
収
入
金
額
が
８
５

０
万
円
を
超
え
、
次
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る
場
合
は
、
給
与
な
ど

の
収
入
金
額（
上
限
１
０
０
０
万

円
）か
ら
８
５
０
万
円
を
引
い
た

額
の
10
％
が
、
給
与
所
得
の
金
額

か
ら
控
除
さ
れ
ま
す
。

◇
本
人
が
特
別
障
が
い
者
で
あ
る

◇
23
歳
未
満
の
扶
養
親
族
が
い
る

◇
特
別
障
が
い
者
の
同
一
生
計
配

偶
者
ま
た
は
扶
養
親
族
が
い
る

　

給
与
所
得
お
よ
び
公
的
年
金
等

に
係
る
雑
所
得
の
金
額
が
あ
り
、

そ
の
合
計
が
10
万
円
を
超
え
る
場

合
は
、
給
与
所
得
お
よ
び
公
的
年

金
等
に
係
る
雑
所
得（
い
ず
れ
も

上
限
10
万
円
）の
合
計
額
か
ら
10

万
円
を
引
い
た
残
額
が
、
給
与
所

得
の
金
額
か
ら
控
除
さ
れ
ま
す
。

ひ
と
り
親
控
除
の
創
設
、

寡
婦（
夫
）控
除
の
改
正

　

ひ
と
り
親
家
庭
の
子
ど
も
に
対

し
て
公
平
な
税
制
を
実
現
す
る
た

め
、
婚
姻
歴
や
親
の
性
別
に
よ
る

不
公
平
を
解
消
す
る
制
度
改
正
が

行
わ
れ
ま
し
た（
図
２
参
照
）。

ひ
と
り
親
控
除

　

婚
姻
歴
や
性
別
に
関
わ
ら
ず
、

生
計
を
一
に
す
る
子（
総
所
得
金

額
等
が
48
万
円
以
下
）が
い
る
人

は
30
万
円
が
控
除
さ
れ
ま
す
※
子

の
年
齢
に
制
限
は
あ
り
ま
せ
ん

寡
婦
控
除
の
改
正

　

ひ
と
り
親
に
該
当
し
な
い
寡
婦

は
、
引
き
続
き
26
万
円
が
控
除
さ

れ
ま
す
※
合
計
所
得
金
額
が
５
０

０
万
円
を
超
え
る
と
控
除
の
適
用

外
と
な
り
ま
す

扶
養
控
除
な
ど
の
所
得
金
額

要
件
の
見
直
し
、
非
課
税
範

囲
の
改
正

　

基
礎
控
除
の
見
直
し
に
伴
い
、

改
正
が
行
わ
れ
ま
す（
表
３
参
照
）。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
な
ど
に
係
る
寄
附
金
税
額

控
除
の
特
例
の
創
設

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響
で
中
止
や
延
期
、
規
模
の

縮
小
を
し
た
文
化
芸
術･

ス
ポ
ー

ツ
イ
ベ
ン
ト
の
チ
ケ
ッ
ト
の
払
戻

請
求
権
を
放
棄
し
た
人
は
、
そ
の

金
額
を
寄
付
と
み
な
し
て
個
人
住

民
税
の
寄
附
金
税
額
控
除
が
適
用

さ
れ
ま
す
。

※
文
部
科
学
大
臣
が
指
定
し
た
イ

ベ
ン
ト
が
対
象
で
す
。
詳
し
く
は

文
化
庁
か
ス
ポ
ー
ツ
庁
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
で
ご
確
認
く
だ
さ
い

適
用
額　
権
利
を
放
棄
し
た
額
か

ら
２
０
０
０
円
を
引
い
た
額
の
10

％（
市
民
税
６
％
、
県
民
税
４
％
）

限
度
額　
年
間
20
万
円（
チ
ケ
ッ

ト
代
金
分
）

給与所得控除

公的年金等控除

自営業などに
よる収入 税額

×税率
－10万円

－10万円

公的年金等収入

基礎控除など

給与所得控除などから
基礎控除へ振替

必要経費

＋10万円
給与収入

図1　給与・年金等控除額の振替イメージ

図2　ひとり親・寡婦（夫）控除の改正イメージ

給与などの収入金額（Ａ） 控除額
162万5000円以下 55万円
162万5000円超180万円以下 （Ａ）×40％－10万円
180万円超360万円以下 （Ａ）×30％＋8万円
360万円超660万円以下 （Ａ）×20％＋44万円
660万円超850万円以下 （Ａ）×10％＋110万円
850万円超 195万円

表1　改正後の給与所得控除額

公的年金などの収入金額（Ａ） 控除額
65歳未満で130万円以下 60万円
65歳以上で330万円以下 110万円
65歳未満で130万円超410万円以下

（Ａ）×25％＋27万5000円
65歳以上で330万円超410万円以下
410万円超770万円以下 （Ａ）×15％＋68万5000円
770万円超1000万円以下 （Ａ）×5％＋145万5000円
1000万円超 195万5000円

表2　�改正後の公的年金等控除額（公的年金などに係る雑所得以外の所
得に係る合計所得金額が1000万円以下＊の場合）

＊�1000万円超2000万円以下の場合は一律10万円、2000万円を超える場合は一
律20万円が、上の控除額から引き下げられます

要件など 金　額
同一生計配偶者および扶養親族 48万円以下

配偶者特別控除の対象となる配偶者 48万円超133万円以下

勤労学生 75万円以下

障がい者、未成年者、寡婦およびひと
り親に対する非課税措置 135万円以下

家内労働者特例（必要経費の最低保障額） 55万円

雑損控除に係る親族の総所得金額等 48万円以下

均等割の非課税限度額の合計所得金額
（非課税となる人）

32万円×（同一生計配偶者＋扶養親族＋
本人）＋10万円＋19万円＊

所得割の非課税限度額の総所得金額等
（均等割のみ課税される人）

35万円×（同一生計配偶者＋扶養親族＋
本人）＋10万円＋32万円＊

表3　改正後の所得金額要件や非課税範囲

＊太字の金額は扶養者がいる場合のみ加算

合
計
所
得
金
額

▪担
市
民
税
課
薀
74-

５
４
２
９

　渡辺正美委員の任期満了
に伴い、市長は市議会10月
臨時会で同意を得て、10月
30日付けで渡辺氏を教育委
員に再任しました。任期は
令和2年11月19日から6年11
月18日までの4年間です。 
渡辺氏は市内小･中学校校
長や市教育委員会学校教育
担当部長などを歴任し、平成24年から教育委員を務めています。
　また、教育長は10月1日付けで教育長職務代理者に永井武義氏を
指名しました。永井氏は三之宮比々多神社の宮司で、平成25年から
教育委員を務めています。
▪担教育総務課薀74-5104

教育委員に渡辺氏を再任

渡
わた

辺
なべ

正
まさ

美
み

教育委員
永
なが

井
い

武
たけ

義
よし

教育長職務代理者

現行

〈未婚の
  ひとり親〉

扶養親族
（子以外）
あり

扶養親族
なし

扶養する
子なし

※住民票の続柄に「夫（未届）」「妻（未届）」
の記載がある人は対象外

寡夫

控除額30万円 控除額26万円

改正後

ひとり親

ひとり親
特別
寡婦

寡婦

所得
500万円

寡婦


